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１． はじめに  

 造成宅地の詳細な耐震点検は目下の急務であり，

適切な性能評価が求められている。例えば，擁壁背

面地盤上に近接して建設される住宅の場合，地震時

に宅地擁壁に過大な偏土圧が作用した結果，擁壁の

傾倒やそれに伴う地盤変状と家屋基礎への影響が懸

念される場合があり，壁面からの水平離間の余裕度

についての技術的課題を整理しておくことが強く望

まれる。本研究では，背の高いＬ型擁壁を伴って造

成された宅盤上に，わが国において一般的な大きさ

の戸建て家屋が建設された場合を想定したケースス

タディを実施し，上記課題に対する基礎的知見を得

ることを試みた。 

２． 解析概要  

  二次元 FEM に基づく地震応答解析を行った。解

析モデルの有限要素メッシュを図 1 に記す。家屋(基

礎，その他の構造要素)，擁壁を弾性体，地盤間の摩

擦要素，土を弾完全塑性体と仮定した。直接基礎の

材料定数を表 1 に記す。入力地震動は日本建築セン

ター模擬波を FEM メッシュの下端まで地震動を引

き戻した場合の波形を求め，これを入力地震動とし

て各ケースで用いる。入力地震動を図 2 に記す。家

屋は木造二階建ての住宅を仮定した。解析のモデル

化を単純化するため，横幅 10m，奥行 10m の平面と

し，建物部と基礎部にわけ，建物部は高さ 0.2m，横

幅 0.2m で正方形の 1 質点系にモデル化した。家屋

の基礎部分は布基礎と仮定し，高さ 0.7m，横幅 10m

の二次元断面にモデル化した。擁壁からの水平離間

については，図 3 に記す。Case1~Case4 の 4 ケース

で解析を行う。Case1 は擁壁からの水平離間=0m，

Case2 は擁壁からの水平離間=1m(住宅基礎に杭を用

いようとしても底板に掛かってしまう条件を想定。) 

Case3 は擁壁からの水平離間=主働崩壊線の位置が

住宅基礎の中央となるように設定(住宅基礎に杭を

用いれば、地盤が変形しても住宅の変形は，押さえ

られる条件を想定。) Case4 は擁壁からの水平離間=

主働崩壊線の位置が住宅基礎端部の位置と一致(擁

壁変状の影響を受けないと思われる条件を想定。)

するように設定した。 
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図 1 有限要素メッシュ [単位：m]  

図 2 入力地震波形 
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３．解析結果 

壁高の高い擁壁の近くに建設される宅地に対して

FEM 解析を行い，大地震時の変形挙動を調べた。擁

壁面からの水平離間と家屋への影響を検討するため，

Case1~Case4 の 4 ケースにわけて検討を行い，家屋

基礎の残留傾斜角に基づき耐震性能検討を行った。 

地震後の残留変形図を図 4 に記す。変形図は，

Case1 と Case3 に限定した。擁壁の直ぐ裏側で大き

く変位している。各ケースでの家屋基礎の残留傾斜

角を表 2 に記す。傾斜角と損傷程度の関係を参考と

して小規模建築物基礎設計指針より表 3 として記す。

表 2，3 から，Case1，2 では家屋に大きな損傷が発

生する可能性が示唆されており，擁壁の変位が家屋

に大きな影響を与えるのが分かる。また擁壁から距

離の離れている Case3 あたりを境に，家屋の損傷が

ごく小さなものになっているのがわかる。つまり，

今回のような擁壁・家屋・地盤の条件の組合せの場

合，住宅基礎の中央が主働崩壊線より外側に位置す

るように家屋を建設することで，地震時の被害はか

なり軽減される可能性があると考えられる。 

４．結論 

 家屋基礎の残留傾斜角に基づいて耐震性能検討を

行った。今後，より多様な条件下での検討を行い，

本課題に関する包括的な対策方針を考えることが望

まれる。 
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表 1 材料定数 

     図 3 擁壁からの水平離間 
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図 4 地震後の残留変形図（Case1，Case3） 

表 2 各ケースでの家屋基礎の残留傾斜角 

Case1 Case2 Case3 Case4
残留傾斜角 5.5/1000 4.4/1000 2.1/1000 0.3/1000  

表 3 傾斜角と損傷程度の関係（小規模建築物基礎設計指針より引用） 
変形角 損傷程度 区分

2/1000 以下損傷が明らかでない範囲 1 

2～3/1000 建付と内外壁の損傷が 5 割を超え損傷発生が目立つ．内外壁の損傷は 0.5 ㎜程度，建付隙間 3 ㎜程

度，木工仕口隙間 2 ㎜以下 
2 

3～5/1000 損傷程度が著しくなる．基礎亀裂の拡大傾向が見られ，無筋基礎，内外壁の損傷が 0.5 ㎜程度，建

付隙間 5 ㎜程度，木工仕口隙間が 2 ㎜を超える． 
3 

5～8/1000 多くの損傷発生が 5 割を超え顕著．有筋基礎でも多くの建物で 0.5 ㎜を超える亀裂，内外壁の損傷

は 1 ㎜，建付隙間は 10 ㎜を超え，木工仕口隙間 4 ㎜程度以上となる． 
4 

8～12/1000 損傷程度はさらに著しくなるが損傷発生率は頭打ち塑性的傾向を示す．有筋基礎でも 1 ㎜程度の亀

裂，内外壁の損傷 2 ㎜程度，建付隙間 15 ㎜程度，木工仕口隙間 5 ㎜程度となる． 
5 

                                                                                                                               

なおこれらの検討は、国土交通省による「建築基準整備促進補助金事業」の一環として実施したものである。 
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